
東海原発の意義と崩壊しない津波海岸堤防による多重防御を 
取り入れた地域住民・国民合意の形成 

― 電力需給の改善と脱炭素に向けた原発再稼働 － 
 

(株)遥感環境モニター 代表取締役 正会員 ○金子 大二郎 工博 
 

１．はじめに  

東海原子力発電所は，福島原発第１の事故後に原子力規

制庁が新たに定めた安全な規制基準に従って再稼働の審

査を進め，合格と判定した．しかし，地元自治体としての

茨木県と近隣市町村による再稼働の同意が得られていな

い．稼働停止から既に１０年が経過しているが，再稼働の

見通しは得られていない．その原因は，東北太平洋沖地震

に隣接した地域における巨大地震によって，歴史的な地震

の加速度と津波による事故の再発の可能性があるからで

ある．例え確率が極めて小さくとも首都圏に及ぼす甚大な

被害への脅威と首都圏市民の合意が必要なのである． 
これまでに著者は，崩壊しない函体内蔵型津波防波堤を

提案し，避難ができない原子力発電所に対して，既に存在

する津波対策に崩壊しないハードの津波対策を追加した

多重防御を提案した．この方策によって住民合意と国民的

コンセンサスが得られるように，原子力学会と国内外に研

究発表してきた 1)~3)．本研究で対象とする東海原発は，

大型ではあるが格納容器が１基と大規模原発ではない．

しかし，首都圏に立地して災害対策の視点と，関連する

研究施設環境の整備という国家的視点から重要性があ

り，東海原発の再稼働を目指して津波対策を提案する． 
 
２．東海原子力発電所周辺の関係組織 
原子力発電所の重要性と津波対策の優先度について

は，米国海洋学会 Meeting(OSM2022)において発表する

と共に，原子力構造工学のワークショップに投稿中（ド

イツ，Potsdam）であるが，この東海原発は，その 31
１か所の稼働停止中である原発の中で異色である．その

特性は，原子力研究開発機構や東京大学大学院原子力専

攻や核融合関連の量子技術研究所があり，下北半島の原子力関連施設と共に合わせて，日本の原子力関係機関の中

で重要な位置を占めている．従って，科学技術の社会への振興にとって突出した重要性を備えていると認識する． 
一方で，電力需要が巨大な首都圏に近く，電力の安定供給のためにも，東海原発の地理的な存在意義が高い．し

かし，負の害としての原発事故が発生した場合には，東京への放射能汚染は社会的・経済的な影響が極めて大きい．

故に，当原発の安全性については，特段の配慮が必要であって，地元自治体ばかりか首都圏全体が，再稼働に慎重

であるのは当然のことであった．また，2021 年には M８級の房総沖地震の堆積痕跡物が発見されており，平坦な

ために遡上し易い東海原発には十分な津波防御が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ 福島原発第一による土壌汚染（環境省，2020）

と Landsat7 画像の合成図により，汚染影響の広域分

布と福島第一周辺の黒い計画的避難区域が他の原発

の災害・汚染対策の為の影響範囲として参考となる．

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 東海原発付近の Natural 画像．原子力関係組織群は

原子力研究開発機構ほかの重要研究所が所在する．

学
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次に，地質学的には，東海原発の南部一帯は，新潟県柏崎市か

ら房総半島北部と太平洋海底谷に連なる，隠れた地溝帯上にある．

そのため，関東地方の中部を横切った震度４強の連続地震が頻発

している．一方で，東京都心に及ぼす放射能汚染に関して，大気

中に拡散した半減期の 30 年と長いセシウム 137 が降雨時に関東

北部の水源域に降下し，飲料水の放射能汚染と雨水による集中的

な汚染土堆積が計測されている．東海原発は，福島第一原発より

も遙かに首都圏中央に近い故に，地震の活断層や想定最大級の津

波波高に対する安全性が求められ，放射能汚染を回避するために

万全の対策が措置されねばならない．即ち，理想的には地震加速

度と津波遡上の両要因について，確率論を越えた本質的に安定を

保ち得る構造が望ましい．例えば，小型原発における人口池内の

格納容器の例や，津波に対して崩壊しない津波海岸堤防，人的ミ

スに起因した原発事故を回避するために，電源 5 個の内の４個を

喪失しても最後の１個による原発安定停止の実現の様に，

原発の防災設計には，未知の問題や想定外の欠陥に対して，

原発の多重防御とするのが現実的な措置なのである． 
 

３．東海原発への津波対策方針 
これらの崩壊しない津波海岸堤防や多重防御によって，

東海原発周辺の那珂市や茨城県民の住民合意と，その背後

に控えた首都圏を中心とした国民的合意を得ることにする．  
東海原発の意義，110 万キロワットの標準大型原発であ

り，需用に対して不足がちな東日本の日本原子力発電の原

発として供給地に近く重要である． 
 

４. 結論 

想定外の如何なる津波に対しても原発の格納容器を守

る対策を提案した．その効果は，原子力研究の発展と首都

圏電力需要への対処や，日本のエネルギー自給率の向上と

安定供給の目的があり，我国の 2050 年時点の CO2排出ゼ

ロの公約実現のために，停止中の原発群の再稼働を図る．  
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図-4 臨海公園型であって堤体の安定性を重視した津波

海岸堤防である．基礎構造は，従来から圧倒的に耐波

実績のある割石盛土構造と下部の地盤改良構造の断面

形である．この断面は転倒しない安定構造である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 岩礁海岸に適用する緑地公園が無い型式である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3  東海原発付近の原子力関係組織群と原子

力工学研究施設および教育施設があり，日本の

科学技術政策上で重要な地域となっている． 
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